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1．はしがき
　英連邦アフリカ諸国は，すべて共和制か独自の王制国家（レソト，スワ
ジラソド）であるが，英連邦構成国として多くの点で共通性を有している．
ことに憲法成文は，独立当初イギリス議会の議決によって認められた，英
国王の発する独立命令（Independence　order）の中に書かれたものに依
拠しているので，その構成，内容に共通するところが多い．人権条項につ
いても，もちろんそのことがいえるのであるが，国によっては，漸次特徴
的な傾向を示すようにもなってきている．
　これら諸国の人権条項は，ナイジェリアの独立会議及びケニアの植民地
時代の憲法会議（いずれも1960年）で，すでにヨーロッパ人権条約を下敷
きとすることが論議され，それが採用されている。そして現在の一般的な
形に整理された最初の憲法はシエラ・レオン（1961年）憲法であった．
　こうしてつくられた英連邦アフリカ諸国憲法の人権条項であるが，一見
して特徴的なのは，生存権や労働権などの社会権がみごとに欠落している
ことである。それは，平等権や自由権など自然法思想にもとつく，市民的
自由に関する諸権利の保障のみを規定した，ヨーロッパ人権条約を，その
まま継受した結果であるということができる．本稿は，このようにヨーロ
ッパ人権条約を下敷としてつくられた人権条項の全体像について紹介した
ものである．
2
1）本稿は，中原精一「アフリカ英連邦諸国の憲法の発展」『法律時報』46巻10
　号，122頁以下及び，同「アフリカ英連邦諸国憲法の特性一人権条項と大統領
　制一」『法律時報』49巻7号，409頁以下の中の人権条項の部分についてさらに
　研究をすすめたものである．
2．　ガーナ憲法と人権条項
　ガーナは，1957年に英連邦アフリカ諸国で最初に独立した．ガーナの独
立を指導し，そして達成させたクワメ・エソクルマ大統領は，その著書
『わが祖国への自伝』のなかで，次のようにのべている．
　「私たちはイギリスやアメリカにあるのと同じ民主主義の原理のもとに
生活することを目標としています．私たちのもとめているのは，自分で自
分たちを治める権利一よしんば拙劣な治め方であろうとも，自ら治めう
る権利なのです」1）．
　エンクルマが言うまでもなく，アフリカ植民地の独立は植民地主i義によ
る搾取からの民族解放であり，自立のための闘争の成果なのであった．こ
うしてかちとったガーナ憲法ではあるが，そこには近代憲法に普遍的にみ
られる，いわば権利章典ともいうべき，人権保障に関する規定を見出すこ
とができないのである．
　その後，ガーナは1960年にそれまで英国女王を元首とした君主制憲法を
改正して，大統領制の共和制国家となった．この憲法は前文で国民主権で
あることを宣言しているが，これをうけて，その第一条で，国家権力が国
民に発し，そして，国家は性別，人種，宗教及び政治的信念によって差別
されないで投票する権利を国民に保障することを定めた2）．議会の選挙で
21歳以上の成年者に秘密・平等の選挙権を保障した（69条）．ガーナでは，
植民地時代から他の植民地にくらべて，現住民参加の政党政治が発達して
いた3）とはいえ，選挙はあくまでも白人優位の不平等選挙であり，それが
白人支配の植民地政策を支えていたのであるから，平等選挙は自治権獲得
の原点であったということができる．この意味で第1条と第69条は植民政
策を解消させた点で重要であるが，なお，一般的なまとまった人権保障規
3定は，60年憲法においても採用されなかった．　　　唱
　しかし，この60年憲法には人権について変った規定がある。それは大統
領がその職を受諾する際に国民の前でなす宣誓の中に，人権保障の文言が
含まれている規定である（13条）．大統領の宣誓は，憲法上の基本的原理を
述べることになっているが，これは九項目からなりたっており，このなか
で特に五，八，九の各項目では人権保障にっいての宣誓となっている．
　「（5）何人も性，人種，部族，宗教及び政治的信念によって差別されな
　い．⑧公けの秩序，道徳及び保健を保持する必要からこの制限に従って，
　何人も宗教もしくは言論の自由，妨害なしの活動双び集会，もしくは裁
　判所での裁判の権利をうばわれない．（9）何人も公共の利益が要求しまた
　法律が要求する場合以外に彼の財産をうばわれない」．
　このような大統領宣言にもられた人権保障の文言が，他の憲法にみられ
るような人権条項にかわるものとして，法的効力を有す・るか，どうかは疑
わしい．当時のガーナ最高裁判所も，この宣誓文は実質的裁判規範ではな
いとして，その法的権利を否定する判決をしている4）。，
　さらに，1964年憲法でも，他の諸国の憲法のようにまとまった人権条項
は採用されなかった5）．そして，1966年クーデターでこの憲法も廃止され
たが，1969年に民政移管と同時に制定された憲法で，はじめて本文中に独
立した基本的人権の章（第四章個人の自由として，12条から28条まで17カ
：条）が設けられたのである．これらの人権条項は，次にのべるナイジェリ
アなどが採用したヨーPッパ人権条約の継承である．、
　1）　野間寛二郎訳『わが祖国への自伝』155頁．これは彼が母校リンカーン大学
　　で法学博士の学位を授与されたときの言葉である．原題はKwame　Nkrumah，
　　Ghana，　A　Autobiography　of　Kwame　Nkrumah，1957．
　　2）部族は草案に書かれてあったし，大統領宣誓にもあるが，前文に落ちてい
　　るのは見落しとされている．LRubin　and　Murray，　Constitution　and　Gov・
　　ernment　of　Ghana，1964，　p．221，　note　16．
　3）中原精一「アフリカ諸国憲法の研究②一英植民地憲海について」『明大短大
　　紀要』19号，5～7頁，　　　　　　　　　‘　圏「
　4）L．Rubin　and　Murray，　op．　cit．，　pp，226～228；
45）独立憲法や1960年憲法には，このようにまとまった人権条項はなかったが，
　立法で数多くの人権立法が存在した．例えば　The　Ghana　Nationality　and
　Citizenship　Act，1957；The　Industrial　Relations　Act，1958（労働者の権利
　保障を含む）；The　Representation　of　the　PeoPle（Women　Members）Act・
　1959など．
3．　ヨーロッパ人権条約の継受
　以上みてきたように，英連邦アフリカ諸国で最初に独立したガーナでは，
1957年，1960年及び1964年の各憲法とも，まとまった人権条項をおさめる
ことができなかったのである．これに反し，1960年に独立したナイジェリ
アの憲法は，第三章を基本的権利と題して，17条から32条まで16力条にわ
たって，まとまった人権条項をおさめているのである1）．
　ナイジェリアでは，基本的人権を憲法によって保障すべきである，とい
う主張はすでに植民地憲法時代から提案されていた．たとえば，1953年の
憲法会議にもその提案があった。しかし，このときに，イギリス政府の植
民地相であったリトルトソ卿は，“神は愛である”という言葉を憲法に書
くだけでよい，と答えている2）．植民地支配者の姿勢を如実に示した言葉
というべきであろう，さらに，1956年から1957年にかけて，アジキウエや
アウオロウオなど当時のアフリカ人政党の指導者から，人権に関する強い
提案がなされた．そこでイギリス政府は1958年憲法に人権規定をおりこむ
ことになったが，実際には財産権の保障規定（内容的には強制収容に対す
る損失補償）が，223条として一力条だけ追加されたにすぎなかった3）．し
かもこの条項による恩恵は，アフリカ人ではなく，イギリス政府自身であ
ったのである4）．
　ナイジェリアの独立は，ハウサ，ヨルバ，イボの三大部族によって推進
されたのであるが，同時にそのため，他の少数部族はこれら三大部族の圧
力を極度におそれた5）．そこで，憲法草案の作成にあたった王室審議会で
は，少数部族の権益保護という点をも考慮して，憲法に人権条項を採用す
ることに決し，そのモデルをヨーロッパ人権条約にとったのである6）．
5　ヨーロッパ人権条約を若干aメントすると次のようである．1949年9月，
ヨーロッパ理事会の協議総会は，ヨーPッパ人権条約の作成と人権裁判所
の設置を加盟国に勧告した．これにもとついて，1950年11月4日，ローマ
で「人権および基本的自由の保護のための条約」が署名され，1953年9月
3日に発効した．同条約にはフランスとスイスを除くヨーロッパ理事会加
盟国の全部が参加している。この条約は前文と5章66力条からできている，
このうち，人権の具体的規定で，アフリカ諸国憲法が採用した部分は，第
1節の2条から18条までの17力条である．他の節では人権委員会，人権裁
判所の機構，役割などが規定されている．まずその前文において，この条
約が世界人権宣言に由来すること，ヨーロッパ理事会の目的であるヨーゴ
ッパ統合の達成の方法の一つが人権および基本的自由の維持実現であるこ
とを確認し，さらに心を同じくし，かつ政治的伝統，理想，自由および
法の支配にっいての共同の遺産を有するヨーロッパの国の政府として，
前記の世界人権宣言中に掲げる諸権利のうちのあるものを集団的に実現す
るための最初の手段をとることを決意して，この条約を協定した，と述べ
ている．そして，その第一条の「締約国はその管轄区域内にあるすべての
者に対して，この条約の第1節に明定する権利および自由を保障する」，と
いう規定をうけて（傍点の趣旨から，加盟国は植民地住民に対して，その
義務を果さなけれぽならなかった．英連邦アフリカ諸国憲法が，ヨーロッ
パ人権条約を採用したことは，この点から重要な意味を含んでいるといっ
てもよい），第一節に次のような諸規定を定めた．
　生命の保障；拷問・非人道的侮蔑的待遇の禁止（2条），非人道的刑罰
の禁止（3条），奴隷苦役からの保護（4条），自由および安全に関する権
利（5条），公平な裁判の保障（6条），罪刑法定主義（7条），私生活を
尊重される権利（8条），思想・良心・宗教の自由（9条），意見発表の自
由（10条），集会結社の自由（11条），婚姻の権利（12条），公的救済の権
利（13条），法の前の平等（14条）などである．このほかに，追加議定書
（1954年5月18日発効）で，私有財産権，教育を受ける権利，自由選挙の
6権利の三っが追加された7）．
　1960年のナイジェリア憲法は，このヨーPッパ人権条約の条項をほとん
ど全面的にとり入れることになった．もちろん部分的には若干の特性を有
しているが，そのことは次節で説明することとする．一方ケニアでもナイ
ジェリアとほとんど同時に独立会議が開かれ，1960年の第1回ランカスタ
ー・ハウス会議によって独立直前の修正憲法が制定された（1960年11月30
日）．この憲法は，なお植民地憲法であったが，ナイジェリア憲法になら
って，ヨーロッパ人権条約をとり入れることになった．しかし形式的には
憲法附則第4におさめられることになった8）．
1）ナイジェリアで憲法に人権条項がとり入れられるようになった歴史的経過に
　ついて，T．0．　Elias　ed．，　Law　and　Social　Change　in　Nigeria・1972・Ist
　ed．，　PP．228～229．このほかに，　T・0・Elias，　Nigeria；the　Development　of
　its　Laws　and　Constitution，1967，　pp．141－2；The　New　Constitution　of
　Nigeria　and　the　Protection　Qf　Human　Rights　and　Fundamental　Freedoms，
　Journal　of　the　International　Commission　of　Jurist，2，1959－1960，　p．30　；
　K．Ezera，　Constitutional　Development　in　Nigeria，1964，　p．252；0．　L
　Odumosu，　The　Nigeria　Constitution：History　and　Development，1962，　p．
　243；Cowen，　The　Foundation　of　Freedom，1961，　p．124．
2）　T．0．Elias　ed．．「，1972，　p．229．
3）条文はAmendments　to　the　Nigeria（Constitution）Order　in　Council・
　1954，Year　Book　on　Human　Rights　for　1958，　p．294，　published　by　U．N．
4）　T．0．Elias　ed．，1972，　p．229．
5）　ナイジェリアは，アフリカのうちでも，とくにトライバリズム（部族主義）
　の強いところで，国の構成も部族中心の地域主義による連邦制をとっているほ
　どである．このうち，最も強大な部族は，北部州のハウサ族，西部州のヨルパ
　族，東部州のイボ族である．
6）1958年の委員会報告（Cmd・505・）．なお，この委員会では別に三力条を追
　加した．その一一一；つはパキスタン，もう一つはマラヤの各憲法から，そして三っ
　目は委員会が追加Lたものとなっている．T・0・Elias　ed・・1972・P・228・
　note　3．
7）　宮崎繁樹「人権と宰和の国際法」日本評論社，1968年，pp．38－9．なおヨー
　ロッパ人権条約の原題はThe　European　Convention　for　the　Protection　of
7　Human　Rights　and　Fundamental　Freedoms．なお条文は，　Year　Book　on
　Human　Rights　for　1950，　published　by　the　U．　N・，　P，418　ff．を参照した．
8）　Ghai，　Public　Law　and　Polit三cal　Change　in　Kenya，　P．407；Kenya　Con・
　stitution（Amendment）（No．2）Order　in　Council　2201／1960．
4，人権条頂の内容と特質
　ナイジェリア独立憲法やケニアの1960年憲法（植民地憲法の附則）にと
　りいれられた人権条項はこれまでみてきたように，ヨーロッパ人権条約を
モデルとしたものであった．1961年に独立したシエラ・レオンの憲法は1），
さらにこれを整理して，1962年のウガンダ，1963年のケニア，1964年のマ
ラウイと順次独立順にそれぞれの憲法にとりいれられていった2）．ガーナ
も1966年のクーデター後の民政移管にともなって制定された1969年憲法で
これらに倣って人権条項を採用するに至っている3）．そして現在，シエラ
・レオン，ケニア，ザンビア，ボツワナ，ガンビア，スワジランドの各憲
法が若干の修正をして，ほぼ原型をのこした形で憲法の基本事項の一つと
している4）．
　これらの国々の人権条項を（クーデターなどで廃止となっている憲法の
場合もふくめて）比較してみると，ヨーロッパ人権条約に若干の国情にあ
わせた特徴のある条項をふくめて，内容的には，次のほぼ5っの条項群に
分類される．まず第1には，奴隷禁止や刑事手続条項をふくむ人身の自由
に関する規定群である．第2には，個人の移住の自由，財産権の保障，家
庭生活の保護など経済的自由に関する規定群である．第3は表現，集会，
結社の自由の保障など精神的自由に関する規定群である．第4は平等権の
保障規定，そして第5は人権条項の解釈規定及び緊急権にもとつく特別立
法に関する規定群である．
　まず第一の人身上の自由に関する規定群には，生命の権利の保護，奴隷
と強制労働からの保護，非人道的待遇からの保護及び刑事手続条項などの
ような規定が含まれている．これらのうち，刑事手続条項は，訴訟手続が
不備なうえに，予防拘禁法などのような人権制限立法がいずれの国にも多
8いので，それらの実質的な保障には，なお時間を必要とする．
　第2の規定群の中には財産権の保障，家庭生活の保護，移住の自由，行
動の自由などがふくまれている．そのうち，移住の自由については，たと
えぽケニアでは独立当初は市民権のない者にも保障されていたが，現在で
は市民権のない者には保障されていない5）．また行動の自由が保障されて
も，浮浪者であってはならない6）．財産権の保障については，植民地時代
の土地所有制をどのようにするかについて，独立当初困難な問題であった．
それでも，西アフリカのガーナ，シエラ・レオソ，ナイジェリアは早くか
ら自治がすすみ，しかも白人の定着は少なく，イギリス政府も「現住民利
益優先」の原則を比較的実践したこともあって，トラブルは少なかったが，
束アフリカは白人植民者（セトラー）も多く，またインド人ら商業に従事
する者が多かったため，多民族社会における経済政策及び財産権一とく
に土地所有権一に関する法整備は，政府の重要かつ緊急な仕事となって
いる．
　第3の思想・良心の自由，集会・結社の自由などの精神上の自由権は，
イギリスのコモンP一社会を継受している英連邦アフリカ諸国としては，
最終的には裁判所によって保障される7）．しかし，のちにケニアの例やナ
イジェリアの例にみるように，これら諸国は独立後，一党制の確立，クー
デターによる非常事態などの実際政治の変化にともなうて，各国とも憲法
上の人権は大きな制限をうけるようになっている8）．
　アフリカ諸国憲法の人権条項は，上記のように，自然権的自由権の保障
については，精しく規定があるが，いわゆる社会権と呼ばれる諸権利や参
政権条項をまったく欠いている9）．まず社会権条項については，ヨーロッ
パ人権条約の採用の結果である．っまり，ヨーロッパ人権条約には，いわ
ゆる社会権条項を欠いているからである．ヨーロッパ人権条約の制定にあ
たって，このことはもちろん論議されたが，この条約を承認したヨーロッ
パ理事会では，この条約に欠ける人権にっいては，司法的救済によって保
障されるから問題はないとされた，といわれているlo）．また，たとえばナ
9イジェリア憲法が最初にこれを採用したとき，憲法の人権の章に存在しな
い条項については，憲法前文の自由・平等・正義の宣言によって補うこと
ができるという主張もあった11）．しかし，ケニアやウガンダの憲法には前
文はなかった。それらの国では結局これらの権利は立法などによる各種の
社会保障政策によって実現するしかなかったというべきであろう12）．
　次に参政権については，ヨーロッパ人権条約では追加条項として加えら
れている．アフリカ諸国憲法の場合，参政権条項は，大統領や国会議員の
選挙の項にあらわれているが，いずれも，原則として成年者による普通・
平等選挙と投票の秘密が保障されている．アフリカ諸国の参政権にっいて
は，植民地時代の極端な差別選挙の歴史一現在でもローデシア，南アで
行われている13）一を無視Uて語ることはできない．また，現行の場合は
一党制下における特殊な事情も十分考慮に入れなければならない．
　憲法の保障する人権は，一般に国防，公共の秩序，公衆道徳及び公衆衛
生上制約されるが，アフリカ諸国憲法では，さらに緊急権の発動による人
権制限の場合について定めている．このような規定は，ヨーロッパ人権条
約にはない，
1）　The　Sierra　Leone（Constitution）Order　in　Council，1961，　Statutory　In．
　struments，1961，　No．74，　Apr．1961．
2）独立憲法で，この例にならわなかったのはタンザニアだけであった．タンザ
　ニアは現在までついに人権条項をとり入れなかったことについては，後述．
3）1969年のガーナ憲法は，第4章「個人の自由」に17力条にわたって人権条項
　をおいているが，12条の総則的規定と13条の家族の福祉条項を除いては，他の
　例にならっている．
4）　ガーナは1972年，レソトは1970年に憲法停止，ナイジェリアは1967年，ウガ
　ソダは1971年にクーデター後布令，布告によって政治が行われ，マラウイは
　1966年の共和制憲法制定の際，人権条項を全面的に削除した．
5）　Ghai，　op．　cit．，　p．417，　note　4；Elias，1972，　pp．245～6．
6）　ケニアの裁判所は，浮浪者法を合憲としたが，浮浪者と遊牧民との区別など
　について明確な定義はされなかった．Ghai，　oP．　cit．，　P．416．
7）　Nwabueze，　Constitutionalism　in　the　Emergent　States，1973，　p．46．
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　8）　Nwabueze，　op．　ciL，　p．139　f，f．；B，　O．　Nwabueze，　Presidentialism　in
　　Commonwealth　Africa，1974，　p．298f．　f．
　9）　このことについて見解をのべたものとして，0．Awolowo，　Thoughts　on
　　Nigerian　Constitution，1966，　p．120；The　People’s　Republic，1968，　p．94，
　　pp、274－8．
　10）　Report　Qf　the　Council　of　Europe　to　the　International　Conference　on
　　Human　Rights，1968，　PP・46～9・けれども，これらの権利が政治的決定にゆ
　　だねられることは，インド憲法でもみられるから，この提案は十分ではないと
　　いう見解について，Elias，　op．cit．，　P．231．
　11）　ibid．，　p．231．
　12）　　ibid．，　p．231．
　13）中原精一「南ア，ローデシアの憲法と人種差別」『法律時報』47巻6号，
　　110頁以下．
　　　　　　　　　×　　　　　　　×　　　　　　　×　　　　　　　×
　レーベソシュタイソは現代憲法の「存在論的分類」として，規範的（nor－
mat量ve）憲法，名目的（nomina1）憲法及びセマンティック（semantic）
な憲法という分類を提唱した1）．そして，このうち名目的憲法は，法的に
は効力をもってはいるが，何ら効果的な現実性をもってはいない憲法であ
り，この種の憲法は西欧的な立憲主義が植民地もしくは農業的封建社会構
造に移植された地域の諸国一アジア・アフリカーに見られるという．
アフリカ諸国の憲法，とくに独立憲法はたしかにレーベンシュタインのい
う名目的憲法といえるであろう．なかでも，ここに紹介している人権条項
は，ヨーロッパ人権条項を引きうつしている点で，特にその感が強い．し
かし，これらアフリカ諸国は特殊アフリカ的問題を数多く抱えこみながら．
独立後，短期間に社会的・経済的に大きな変化をとげつつあり，人権条項
もその実態において，よかれあしかれ，この変化にあわせた状況下におか
れている．次回には，そのいくつかのタイプを例をあげて概観してみるこ
とにしたい．
1）　Karl　Loewenstein，　Political　Power　and　Governmental　Process，1957，　P．
　136f・f・，阿部・山川共訳『現代憲法論』（ドイツ語版訳）186頁以下．
